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災害関連死予防のための避難所支援のあり方に関する研究その 2
～災害を経験した 2 つの地域と災害が未経験な地域の比較検討～
高藤真理
足立了平
私たちは、先行研究やこれまでの災害支援活動から、災害関連死に肺炎が多く、それは誤
嚥性肺炎の可能性が高いことを経験している。それらを防ぐには、被災した早期からの口腔
ケアが重要であり、口腔保健の徹底が必須である。 
先行研究では、今後発生する災害において設置されるであろう避難所の環境を整備し適
切な支援を実施することによって避難者の健康悪化を防止し、災害関連死をできるだけ少
なくすることを目的として、東日本大震災を経験した被災地 3 県の介護施設にアンケート
と現地聞き取り調査を実施した。災害関連死で上位を占める肺炎を予防するために早期よ
り簡便に実施可能な口腔ケアは必須であるが、福祉避難所における相対的介護力低下は口
腔ケアを省くことにつながったと考えられることから、福祉避難所に対する早期からの支
援が肺炎の予防に有用であるという結果を得た。 
これらを踏まえ、阪神・淡路大震災を経験した神戸を中心とした兵庫県の介護施設にアン
ケートを実施した。今回の調査結果と先行研究の結果に加え、関連研究で研究協力を行った
神奈川県横須賀・三浦半島地域のアンケート結果を比較したので報告する。 
 
 
 
多職種協働における歯科衛生士の活動状況からみた課題の検討
溝部潤子
 中道敦子 破魔幸枝
【目的】「がんの周術期医療」における歯科衛生士の活動状況から課題を抽出し、他職種
協働において歯科衛生士に必要な能力を検討した。（研究倫理：神常短研倫第 14－03 号）
【対象・方法】地域がん診療連携拠点病院 397 施設に 10 項目の質問で構成したアンケ
ートを郵送し回収期間 3 週間とした。回収データは、SPSS Ver.11 を用いて処理した。
【結果・考察】回収率は 39.8％で、回答職種は歯科衛生士 57.0％、歯科医師 27.0％、看
護師 9.0％であった。歯科衛生士に期待する能力は、他職種への口腔のケア法の指導 15.7％、
医科系疾患の知識 14.1％であった。歯科衛生士への希望は、上位から病棟での口腔のケア
34.4％、他職種への指導・教育 34.4％、退院時の地域歯科医院への連携が 19.7％であった。
また、課題については 1)口腔のケア依頼時、2) 歯科衛生士との情報共有で、前者 51％、後
者 39.0％であった。これを職種別にみると、歯科衛生士のみが 1)では依頼方法に課題を感
じていない者の方が上回り、2)では課題を感じている者が半数を占めた。内容の自由記述で
は、病院の中で口腔のケアの専門職として求められながらも組織の中で閉塞している様子
が推測できた。
【結論】歯科衛生士が能力を発揮するためには、口腔のケア技術支援の向上にとどまらず、
専門職協働における環境整備と情報共有のツールの開発が有効であると思われた。
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2 年目幼稚園教諭の教師力の成長 ―反省記録を基に―
多田琴子 
後藤晶子 上月素子 光成研一郎
 本研究は、一人の保育者を追いかけ、教師力の成長や成長につながる課題を見いだす継続
研究である。2 年次は、幼稚園教諭の反省記録を基に、研究を進めた。1 年次におこなった
保育者の発語からの考察で、教師力の核となる保育観（子どもの行為をどのように見ていく
かの幼児観、活動に対する考え方の教材観、保育者の願いや保育の意図の指導観）について
の読み取りが難しいという課題が見いだせた。
2 年目の研究方法は次の通りである。期間：平成 26 年 4 月から 27 年 3 月である。研究の
基礎資料：保育者の反省記録と参与観察者のつぶやき記録である。
保育者の反省記録の記述を「子どもについて」「活動について」「指導について」に分類し、
保育観を構成する観点を見いだした。さらに、保育観を構成する観点と記録日のマトリック
スに生起した数をプロットし、可視化した。考察は、マトリックス表からの読み取りと参与
観察者のつぶやきからおこなった。
結果として見えてきた 2 年目幼稚園教諭の課題は、①幼児理解に基づく先の見通しを持
つこと、②保育者自身が自分の教師力を自覚すること、③管理職から指導されたことを否定
的評価として受け止めるためうまく活かせないこと である。教師力の成長に効果的なか
かわりを参与観察者としておこなうことは、引き続きの課題である。
成人女性に対するヨガの肩こり感改善および健康関連 QOL 向上効果
藤原 桜
尾﨑雅子 
【背景】平成 22 年国民生活基礎調査によれば、肩こりは女性が訴える症状の第 1 位である。
また、肩こりが長く続くと健康関連 QOL（Health Quality of Life；HRQOL）が低下すること
が報告されている。ヨガは姿勢、呼吸法、瞑想による精神の統一を含む健康法で、様々な効
果が明らかにされている。しかし、肩こりに対する効果は未だ明らかにされていない。
【目的と方法】肩こりを体験している成人女性に対するヨガの効果を明らかにすることを
目的とした。方法は、成人女性 23 名に週 1 回 30 分間のヨガを 4 週間（計 4 回）行ってもら
い、ヨガ前後の肩こり感、リラックス感、唾液アミラーゼ、左右僧帽筋硬度を比較した。ま
た、ヨガ実施１回目前とヨガ実施 4 回目後の HRQOL を Health Surveys；SF-8 で比較した。
測定値の比較には Wilcoxon の符号付順位検定を用い、有意水準は 5%とした。
【結果と考察】対象者 23 名のうち途中辞退をした 3 名を除外し、20 名を分析対象とした。
平均年齢は 51±16 歳であった。唾液アミラーゼはヨガ実施 4 回中 1 回のみ有意差を認めた
が、他の 3 回は有意差がなかった。しかし、肩こり感、リラックス感、左右僧帽筋硬度はヨ
ガ実施 4 回全てにおいて有意差を認めた。また、SF-8 は、身体的サマリースコアに有意差
を認めたが、精神的サマリースコアは有意差がなかった。以上の結果から週 1 回 30 分間の
ヨガ 4 週間実施は、肩こり感の改善と HRQOL(身体的健康感)を高めることが示唆された。
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